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Ａ．当社と競争企業
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A-1

2,288

3,949
4,335

4,552 4,799

6,116

6,765
7,101 7,253

8,019
8,321 8,467 8,541

9,072

10,449
10,744

174 312 380 326 346 330 409 523 475 502 568 507 587 594 615 597 392 468
902 959 985 816 750

11,600

11,390
11,429

8,010

3,061
3,449

5,622

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

10,000

1988年

 

ＮＴＴデータ通信（株）として、ＮＴＴより分社・独立

1995年

 

東京証券取引所市場第二部上場

1996年

 

東京証券取引所市場第一部指定

1998年

 

(株）ＮＴＴデータに社名変更

2007年

 

連結売上高１兆円達成

中期経営の３ヵ年スタート

当社の沿革

（億円）

単独営業利益

連結営業利益

単独売上高

連結売上高

（年度）

【連単倍率】

2008年

 

創立20周年

2009年

 

中期経営（10/3期～13/3期）

スタート

（予想）

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

売上高 1.01 1.02 1.04 1.07 1.13 1.16 1.20 1.22 1.25 1.34 1.39 1.41

営業利益 1.00 1.01 1.06 1.07 1.17 1.30 1.28 1.11 1.21 1.19 1.22 1.32

1994年～2000年
年平均成長率

8.9％

2000年～2004年
1.6％

2004年～2009年
6.0％

ＮＴＴデータの沿革と売上高・営業利益推移
 について
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A-2

グループ社員数等

48 95 121 208
187 198 277 355

5,622
4,792

743 842
2,629

31,739

23,080
22,608

21,308

19,208
17,642

16,351
15,090

14,572

13,743
13,599

12,499
11,702

11,284
11,250

9,341
8,1697,721

7,281
6,886

6,644

34,543

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

（人）

海外グループ会社社員数

単独社員数

国内グループ会社社員数

1997年 2009年

海外グループ会社社員数 48人 5,622人

海外グループ会社社員比率 0.3％ 16.3％

■

 
海外グループ会社社員数

（年度）

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

連単倍率 1.13 1.47 1.97 2.12 2.40 2.46 2.67 2.72 2.70 3.44 3.57

子会社数 44 53 63 66 68 78 93 96 135 144 161
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A-3
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135
144

（年度）

海外子会社

国内子会社

関連会社

（社）

青字 子会社数累計

161

海外134社を含む217社（関連会社を除く）

グループ企業数の推移

2010年
12月31日

現在

217
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公共

金融

法人

その他

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ&ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

新セグメント新セグメント分野別分野別

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｻｰﾋﾞｽ

（*）

 

赤の点線は一部子会社、黄緑の点線は

 
一部事業本部の組み替えを示す。

【新セグメントでの開示科目】

・受注高、売上高、セグメント利益に加え、実績では資産や減価償

 却費等も開示予定。

 ・受注高は外部顧客向けの値のみを、売上高は外部顧客向けと

 内部取引を含む値の両方を開示。

 ・セグメント利益は、減損や持分法適用会社など事業に対する全

 てのリターンを反映する観点から税金等調整前当期純利益を

 ベースとする。但し、カンパニー別に配分していない全社費用の

 一部（金融費用等）を除く。

 

【新セグメントでの開示科目】

・受注高、売上高、セグメント利益に加え、実績では資産や減価償

 却費等も開示予定。

・受注高は外部顧客向けの値のみを、売上高は外部顧客向けと

 内部取引を含む値の両方を開示。

・セグメント利益は、減損や持分法適用会社など事業に対する全

 てのリターンを反映する観点から税金等調整前当期純利益を

 ベースとする。但し、カンパニー別に配分していない全社費用の

 一部（金融費用等）を除く。

A-4

マネジメントアプローチに基づく開示
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A-5

パブリック＆

フィナンシャル

カンパニー

ソリューション＆

テクノロジー

カンパニー

ソリューション＆

テクノロジー

カンパニー

グローバル

ＩＴサービス

カンパニー

公共分野公共分野公共分野

金融分野金融分野金融分野

法人分野法人分野法人分野

国際事業本部国際事業本部国際事業本部

ビジネス
ソリューション

ビジネスビジネス
ソリューションソリューション

基盤システム基盤システム基盤システム

旧組織体制 新組織体制

行政・医療・金融・決済
などの社会的な基盤を

担う高付加価値な
ＩＴサービスを提供

行政・医療・金融・決済
などの社会的な基盤を

担う高付加価値な
ＩＴサービスを提供

•中央府省関係
•地方自治体・地域ビジネス
•ヘルスケア
•銀行
•協同組織金融機関
•保険／証券／クレジット
•決済サービス

•中央府省関係
•地方自治体・地域ビジネス
•ヘルスケア
•銀行
•協同組織金融機関
•保険／証券／クレジット
•決済サービス

特徴 主なビジネス領域

製造・流通・サービス・
メディア・通信などの
事業活動を支える

高付加価値なＩＴサービス

 
をグローバルに提供

 

製造・流通・サービス・
メディア・通信などの
事業活動を支える

高付加価値なＩＴサービス

 
をグローバルに提供

•通信／放送／ユーティリティ
•製造
•流通／サービス
•グローバル

•通信／放送／ユーティリティ
•製造
•流通／サービス
•グローバル

先進的なITサービスを
支える基盤・ソリューション

 
を提供

 

先進的なITサービスを
支える基盤・ソリューション

 
を提供

•ネットワーク
•クラウドサービス
•データセンタ

•ネットワーク
•クラウドサービス
•データセンタ

当社の組織体制
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90

687 580

3 80
62

▲35 ▲60

2010年3月期

実績

2011年3月期

予想

1,541 1,720

▲1,204 ▲1,420

7 ,710 7,670

3,381 3,630

2010年3月期

実績

2011年3月期

予想

285

410

8,140
5,880

3,376

3,700

2010年3月期

実績

2011年3月期

予想

11,815 10,000

受注高受注高 売上高売上高

その他／消去等

（参考値）

セグメント利益セグメント利益

（参考値）

11,429 11,600 717 690

（参考値）

ｿﾘｭｰｼｮﾝ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｻｰﾋﾞｽﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ&ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ【凡例】

12

10

（*）セグメント利益には、全社費用の一部（金融費用等）を配分していない

[69.0%]

[28.6%]

[2.4%]

[58.9%]

[37.0%]

[4.1%]

[61.0%]

[26.8%]

[12.2%]

[58.9%]

[27.9%]

[13.2%]

[77.3%]

[10.7%]

[12.0%]

[91.4%]

[0.4%]

[8.2%]

（*）

 

[  ]内はセグメント合計に対する構成比を示す

（セグメント別は内部取引を含む） （セグメント別は内部取引を含む）

税金等調整前当期純利益

(単位は全て億円)

2011年3月期セグメント別業績見通し

A-6
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493 456

38 55

▲7 ▲29

▲72 ▲62

2010年3月期

第3四半期実績

（参考値）

2011年3月期

第3四半期実績

6,916
4,887

2,549

2,525

244

290

2010年3月期
第3四半期実績

（参考値）

2011年3月期
第3四半期実績

5,297 5,322

2,416 2,502
1,104 1,194

▲852 ▲880

2010年3月期
第3四半期実績

（参考値）

2011年3月期
第3四半期実績

9,719 7,712

受注高受注高 売上高売上高

その他／消去等

セグメント利益セグメント利益

7,966 8,139 452 420

ｿﾘｭｰｼｮﾝ&ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｻｰﾋﾞｽﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ&ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ【凡例】

8

8

（*）セグメント利益には、全社費用の一部（金融費用等）を配分していない

（セグメント別は内部取引を含む） （セグメント別は内部取引を含む）

税金等調整前当期純利益

(単位は全て億円)

2011年3月期第3四半期セグメント別実績

A-7
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規模大規模小

上
流
工
程

下
流
工
程

大規模プライムコントラクタ

ＮＴＴデータ
Ｉ社、Ｆ社
Ｎ社、Ｈ社ＮＳ社、Ｈ社

Ｆ社

特定顧客基盤

Ａ社

コンサル系

ソフトハウス

Ｃ社
Ｉ社

Ｔ社

Ｎ社

競争力に寄与する強み

プロジェクト管理能力

ＩＴアウトソーシング提供能力

顧客基盤

ストック型収益

コンサルティング能力

ハードベンダ系

○

○

○

△

○

中堅SIer

△

△

△

△

△

コンサル系

△

○

当社

◎

○

○

◎

○

工
程

規模

中堅ＳＩｅｒ

ＳＩｅｒ

ハードベンダ系

A-8

ITサービス業界での当社の位置付け
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発注者

システム・インテグレータ（ＳＩｅｒ）
（全体のコーディネイト）

【米国】

IBM

 

、HP(EDS)、

Accenture、CSC

【日本】

大規模プライムコントラクタ

ＮＴＴデータ、

ハードベンダ系各社

 
（Ｆ社、Ｉ社、Ｈ社、Ｎ社）

中堅ＳＩｅｒ

ITコンサル

ﾈｯﾄﾜｰｸﾊｰﾄﾞｳｪｱ
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ
ｿﾌﾄｳｪｱ

ｿﾌﾄｳｪｱ
開発

ハードベンダ
各社

パッケージ
ソフト会社

ソフトハウス

 
各社 通信会社

完成責任要求条件

ITノウハウの支援

Ａ-9

ＩＴサービス業界におけるＳＩｅｒの役割
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世界のＩＴサービス市場規模

西西欧エリア欧エリア

アジア・太平洋エリアアジア・太平洋エリア
（日本を除く）（日本を除く）

北米北米エリアエリア

中南米エリア中南米エリア

中東・中東・アフリカエリアアフリカエリア

日本日本

中・東中・東欧エリア欧エリア

【出典：ガートナー「2010年3月版セグメント別ITサービス市場規模予測」森川

 

ちあき, 2010年5月10日】

〔単位：十億ドル〕

（

 

）は世界合計に占める比率
世界合計世界合計

（40.7%）

（40.7%）

（1.7%） （1.7%）

（2.0%）

（31.3%）
（30.7%）

ここに述べられたガートナーのレポート（以下「ガートナーのレポート」）は、ガートナーのシンジケート購読サービスの一部として顧客向けに発行されたデータ、リサーチ・

 

オピニオンもしくは視点を表したものであり、事実を表現したものではありません。ガートナーの各レポートは、レポート発行時点における見解であり、この目論見書／

 

企業レポート発行時点のものではありません。またガートナーのレポートで述べられた意見は、事前の予告なしに変更されることがあります。 Ａ-10

316
385

2009 2013

243
290

2009 2013
109 117

2009 2013

（14.1%） （12.3%）

53 77

2009 2013

（6.8%） （8.2%）

27 41

2009 2013

（3.5%） （4.3%）

13 16

2009 2013

15 19

2009 2013

（2.0%）

777 947

0

200

400

600

800

1,000

2009 2013

(*) ガートナーのデータを基に当社にてグラフを作成
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0

2

4

6

8

10

分野別ＩＴサービス市場規模

＜2010年3月期実績＞

1兆1,429億円

※その他：保守・運用等

当社連結売上当社連結売上高高

43％

20％
公共分野

金融分野

法人分野
34％

その他
3％

日本のＩＴサービス市場規模日本のＩＴサービス市場規模

10兆2,209億円（兆円）

公共分野**

15％

23％

金融分野

法人分野
62％

法人市場の当社

 
シェア

金融市場の当社

 
シェア

公共市場の当社

 
シェア

約6％

約21％

約15％

［［モデレートケース］］

 ＜2009年＞

[▲4.8％]

[▲3.1％]

[▲3.3％]
[

 

]内は対前年市場伸び率
**公共分野：「政府官公庁／地方自治体」、「医療／福祉」、「教育」

A-11

【出典：ガートナー「2010年3月版産業別日本のITサービス市場規模予測」森川

 

ちあき, 2010年6月4日】

(*) ガートナーのデータを基に当社にてグラフを作成
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情報サービス産業およびハードベンダ等との比較は、以下のとおり。

大規模なシステムにおいては、ハードベンダが主な競争企業。

Ａ-12

【出所:各社資料等】

（単位：億円）（2010年3月期（日本IBMは2009年12月期、HPは2010年10月期、Accentureは2010年8月期）

 

）

注１．ハードベンダについては、以下の事業セグメントの数値。但し【

 

】内は、全社の数値。（日立は、米国の会計基準）

日本電気：ＩＴサービス/ITプロダクト/ネットワークシステム/社会インフラの合計

富士通：テクノロジーソリューション

 

日立製作所：情報通信システム

 

（売上高、営業利益は、全社または消去を含む）

注２．海外企業については、2010.12.30時点の為替レート

 

ＵＳ１ドル＝81.44円にて円換算して表示。

競争企業

HP 102,641 9,348 9.1% - 7,134 101,395 21.6% 75,386
Accenture 18,807 2,373 12.6% - 1,678 10,453 62.2% 25,209
CSC 13,632 986 7.2% - 908 12,719 13.7% 6,240

海外企業

売上高 営業利益
売上高

営業利益率
経常利益 当期純利益 総資産

株主資本

当期純利益率

（ＲＯＥ）

時価総額
（2010.12.30 終値）

当                             社 11,429 816 7.1% 757 356 12,792 6.2% 7,884

野村総合研究所 3,386 400 11.8% 409 218 3,633 10.3% 4,068

伊藤忠ﾃｸﾉｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 2,903 215 7.4% 216 124 2,332 8.3% 1,964
オービック 463 153 33.2% 188 114 1,398 9.7% 1,665
ITホールディングス 3,138 159 5.1% 157 76 3,130 5.7% 949
新日鉄ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 1,521 107 7.1% 112 62 1,319 8.0% 939
住商情報ｼｽﾃﾑ 1,273 64 5.0% 71 32 1,175 3.6% 790

（参考）
富士通 31,210 1,524 4.9% [711] [930] [32,280] [12.0%] 11,695
日本電気 21,881 1,088 5.0% [494] [114] [29,376] [1.6%] 6,355
日立製作所 17,055 945 5.5% [635] [▲843] [89,517] [▲9.2%] 19,563
日本IBM [9,545] [1,198] [12.6%] [1,128] [730] [7,367] - -

区　　　　　分

情報サービス

ハードベンダ
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20200099年世界の年世界のITITサービスベンダランキング（売上高順）サービスベンダランキング（売上高順）

 

**

*【出典：Gartner “IT Services Market Metrics Worldwide Market Share Database”, Kathryn Hale 他共著,

 

2010年7月26日

 

】 A-13

(単位：百万ドル)

ランク 会社名 2008 ランク 会社名 2009
成長率

（2008-2009）

1 IBM 58,892 1 IBM 55,00055,000 --6.6%6.6%

2 Hewlett-Packard 38,584 2 Hewlett-Packard 34,58534,585 --10.4%10.4%

3 Accenture 23,732 3 Fujitsu 23,30423,304 --0.6%0.6%

4 Fujitsu (*1) 23,444 4 Accenture 20,93920,939 --11.8%11.8%

5 CSC 17,112 5 CSC 16,00416,004 --6.5%6.5%

6 Lockheed Martin 13,404 6 Lockheed Martin 13,82613,826 3.1%3.1%

7 Capgemini 12,746 7 Capgemini 11,63411,634 --8.7%8.7%

8 NEC 11,028 8 NEC 11,37211,372 3.1%3.1%

9 Hitachi 10,877 9 NTT Data 11,11111,111 7.6%7.6%

10 NTT Data (*2) 10,322 10 SAIC 10,84510,845 7.7%7.7%

(*1) 2008年のFujitsuの売上には、KAZおよびFujitsu Siemens Computersの年間売上を含む

(*2) 2008年のNTT Dataの売上には、Cirquentの年間売上を含む

世界のITサービスベンダランキング
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Ｂ．当社の業績推移
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分野別の状況
 

－受注高・売上高

B-1

2 ,3 27

[20% ]

2 ,5 64

[22% ]

3 ,0 05

[28% ]

3 ,4 42

[33% ]
3 ,265

[36% ]

4 ,9 42

[43% ]

4 ,7 37

[42% ]

4 ,2 10

[39% ]
3 ,2 45

[31% ]2 ,745

[30% ]

3 ,8 26

[34% ]

3 ,7 74

[33% ]3 ,2 48

[30% ]3 ,4 82

[33% ]

2 ,382

[26% ]

332 [3% ]313 [3% ]

279 [3% ]
278 [3% ]

679 [8% ]

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

10,449

9,072

10,744

(+15.2%)

(+2.8%)

（単位：億円）

公共分野

 

金融分野

 

法人分野

 

その他の分野

売上高

(+6.0%)

11,390

※2008年3月期以降の数値は、お客様の業態に従い分類を見直した値

11,429(+0.3%)

1 ,7 55

[15% ]
1 ,5 22

[15% ]

2 ,8 61

[28% ]

3 ,3 11

[34% ]
2 ,086

[29% ]

6 ,1 10

[52% ]

5 ,0 63

[49% ]

4 ,0 14

[40% ]
2 ,8 89

[30% ]

2 ,470

[34% ]

3 ,6 45

[31% ]

3 ,4 70

[33% ]

2 ,9 85

[29% ]
3 ,1 82

[33% ]

2 ,203

[30% ]

304 [3% ]

295 [3% ]
261 [3% ]

295 [3% ]

475 [7% ]

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

受注高
（単位：億円）

7,236

(+33.7%)

(+4.6%)

9,679

10,122

(+2.3%)

(+14.1%)

10,352

11,815
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B-2

1,656

2,793

2,214

900
1,078

292

371

356

358

375

138

146

289

262

302

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

（単位：億円）

2,086

3,311

2,861

2,764
2,942

2,467

1,904
1,629

355

334

355

387

429

145

164

182

273

268

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

3,265

3,442

3,005

（単位：億円）

中央府省関係

 

地方自治体関係

 

医療福祉・その他

受注高 売上高

1,522

2,327

※2008年3月期以降の数値は、お客様の業態に従い分類を見直した値

1,755

2,564

公共分野の推移－受注高・売上高
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金融分野の推移－受注高・売上高

B-3

1,137 1,108

1,796 1,878

3,116946 1,203

1,358

2,175

1,956

59
105

224

267

227

327

472

634

743

810

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

（単位：億円）

2,470

2,889

1,063 1,181

1,908
2,172

1,990

957
1,113

1,123

1,233 1,487

431

486

630

691 699

293

464

547

640
765

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

（単位：億円）

2,745

3,245

4,210

個別システム

 

共同利用型システム

 

決済関連システム

 

証券・生損保等の金融システム

受注高 売上高

4,014

5,063

4,737

※2008年3月期以降の数値は、お客様の業態に従い分類を見直した値

6,110

4,942
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法人分野の推移－受注高・売上高

B-4

683

1,090 1,072 1,007 1,074

805

1,179 1,272

1,869
1,971

513

645 393

392

425

201

266

246

201

174

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

（単位：億円）

2,203

3,182

2,985

682

1,142 1,094 1,003 1,044

878

1,258 1,390

1,967
2,083

577

785
459

499
480

244

296

304

303
219

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

（単位：億円）

2,382

3,482

テレコム

 

製造・流通

 

ｻｰﾋﾞｽ･ﾒﾃﾞｨｱ・運輸・建設

 

その他

受注高 売上高

3,470

3,248

3,774
3,645

3,826
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顧客分野・サービス別の推移－受注高・売上高
 （1/2）

B-5

1,032
1,250

825

800

307

230

0

1,000

2,000

3,000

2010/3 2011/3

（単位：億円）

受注高 売上高

（予想）

3,054

1,500

1,445

750

1,107

1,100

370

150

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2010/3 2011/3

受注高

金融機関

売上高

（予想）

中央府省関係

 

地方自治体・地域ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾍﾙｽｹｱ

（参考値） （参考値）

銀行

 

協同組織金融機関
保険・証券・ｸﾚｼﾞｯﾄ

 

決済ｻｰﾋﾞｽ

パブリック＆フィナンシャルパブリック＆フィナンシャル

中央府省等 （単位：億円）

1,564
1,330

818

840

265

280

0

1,000

2,000

3,000

2010/3 2011/3
（予想）（参考値）

1,944 2,140

1,166
1,060

1,087 1,020

666 690

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2010/3 2011/3
（予想）（参考値）

※数値は再掲
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顧客分野、サービス別の推移－受注高・売上高
 （2/2）

B-6

1,117 1,250

1,355
1,400

524
400

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2010/3 2011/3

通信・放送・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ

 

製造
流通・ｻｰﾋﾞｽ

受注高 売上高

（予想）

1,086 1,140

1,372 1,330

510 550

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2010/3 2011/3

（単位：億円）

（予想）（参考値） （参考値）

グローバルＩＴサービス
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0

100
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300

400

500

600

700

2010/3 2011/3

ネットワーク
クラウドサービス（データセンタ等）

受注高 売上高

（予想）

（単位：億円）

（参考値）

ソリューション＆テクノロジー

170 180

295
300

0

100

200

300

400

500

600

700

2010/3 2011/3
（予想）（参考値）

※数値は再掲
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B-7
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受注残高の推移
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B-8
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◇販管費・販管費率
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2.8
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2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3

（％）

（予想）

◇当期純利益率
（億円）

927 852 842 932 968

680 718 701
752 823

173 113 107
100
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977

920
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19.6%

16.1% 15.6%
16.7%

17.3%

15.4%

1,781
1,651
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（予想）

原価率、販管費等の推移
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B-9
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B-10

2,577

▲1,220
▲1,316

▲1,849
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B-11

経営指標の推移
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Ｂ－12

株主還元について
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売上高・営業利益の四半期推移

Ｂ－13

■売上高

■営業利益

（億円）

（億円）
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Ｃ．中期経営の諸施策
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売上高
 

1.5兆円
[2013年3月期]

売上高売上高
 

1.51.5兆円兆円
[2013[2013年年33月期月期]]

目標はグローバルTOP5

グローバル環境下で、お客様に最高のサービスを提供

できる規模への成長を目指す。

安定した経営に必要な利益額を確保

激変する環境下で、事業の継続性と革新（イノベーション）を
 維持できる利益の確保。

C-1

中期経営目標値
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C-2

営業力強化営業力強化

キーワード

SI競争力強化SI競争力強化

グループ事業拡大強化グループ事業拡大強化

人財育成人財育成

環境志向経営環境志向経営

狙い

顧客満足度向上

工期短縮
原価率低減
品質改善

グループ拡大
シナジー創出

競争力強化
社員満足度向上

お客様・自社の
環境負荷低減

今後の主な取組み



 

満足度の低いお客様割合を減らし、全社数値の

 
更なる上昇を図る


 

商品営業改革（グループ内での商品の掘り起こし

 
とクロスセルの強化）

問題プロジェクトの抑制
標準手順、開発環境の整備による生産性向上
海外発注のさらなる促進

グループ全体での稼働率向上
グループ会社再編の加速
G-SSCを全面展開
M&Aの推進

新人事制度の導入とP-CDP （*）の運用確立
ミドル人財像の明確化とマネジメント力強化
ワークスタイルイノベーション推進

（*）ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙCDP：ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人財の育成と確保を目的に、目指すべき人財像を明確化し、社員一人ひとりの専門性とﾚﾍﾞﾙを認定することにより、
会社の成長と社員の成長とを連動させていく仕組み

環境ソリューションの創出・拡大・展開
グリーンデータセンタとオフィスのグリーン化の推進

中期経営の重点施策
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6.0

6.2

6.6

6.8Ｃ
Ｓ
評
価
値
（
点*

）6.4

6.86.8

6.36.3

6.26.2

6.76.7

6.16.1

2009年
3月期

7.0

（*）項目別評価点（１０点満点）の平均値

 

（１０点：非常に満足している～０点：全く不満である）

2010年
3月期

2008年
3月期

2007年
3月期

2006年
3月期

2005年
3月期

7.07.0

2011年
3月期

7.17.17.2

目標達成

お客様満足度調査の経年推移
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全
社
統
一
ル
ー
ル

標
準
手
順

ビジネスマネジメント
実施方法全社で守るべき、

必要最低限のルール

ルールを実行するための
具体的な手順

具体的手順（適用領域ごと）

Ｉ
Ｔ
基
盤
に
実
装

ＰＭワークベンチ（*）

ＳＤワークベンチ（*）

共通インフラ等

ＩＴ基盤ＩＴ基盤

現
場
の
実
行
を
支
援

各
種
サ
ー
ビ
ス

標準手順
標準手順

標準手順

具体的手順
に展開

①外部制度（工事進行基準、内部統制）変更への確実な対応

②作業・管理の標準化を実現し、現場の負担軽減を図る（全体最適）

③プロジェクト資産の蓄積・共有による再利用の促進（全件把握と事業の見える化を
実現）

①外部制度（工事進行基準、内部統制）変更への確実な対応

②作業・管理の標準化を実現し、現場の負担軽減を図る（全体最適）

③プロジェクト資産の蓄積・共有による再利用の促進（全件把握と事業の見える化を
実現）

 全社統一ルールを、【ビジネスマネジメント実施方法】

 

で規定

 適用領域ごとの具体的手順を、【標準手順】

 

で規定

 ルール・手順を

 

【ＩＴ基盤】

 

に実装し、現場の実行を支援

(*)

 

PMワークベンチ：プロジェクトマネジメント（PM）を支援する品質管理、進捗管理等のツール類
SDワークベンチ：ソフトウェア開発における標準開発環境ソリューション

開発プロセスの抜本改善
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テスト専門組織
 「プロアクティブ・テスティングCOE」の設立

先進的な検証・テストサービスの提供とそれを実現するための研究開発に取り組む専門組

 織として、「プロアクティブ・テスティングCOE」を技術開発本部内に設置。（2010.12.1付け）

ＮＴＴデータグループにおける上流工程での設計書品質向上、ソフトウェアの品質向上など

 による問題プロジェクトの撲滅、ならびに生産性向上と工期短縮を図る。

システム開発全体の品質向上と工期短縮に向けた、テストサービス提供及び研究開発を行う
システム開発の上流における品質確保による後工程の手戻り防止
テストプロセスの変革と自動化によるテストの効率化
海外グループ会社との協業により、テストサービスをグローバル展開※

※「北京NTTDATA系統集成有限公司」、「Vertex Software」等との協業により、それぞれ中国語圏、英語圏への展開を図る

１．検証サービス
設計書、ソースコード、テストケースなどの妥当性検証にもとづく品質評価サービス

２．支援・請負サービス
テスト専門家によるコンサルティング、テスト設計・実施等のアウトソーシングサービス

３．教育サービス
国内外のグループ会社に対するテスト技術に関する教育実施による人財育成

上流工程の品質向上、およびテストプロセスの変革により
3年後にはＮＴＴデータグループにおけるテストに関する工期の50%削減を目指す

活動の概要

プロフェッショナル・テストサービスの内容

C-5
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トライアル１（日本・ドイツ） トライアル２（日本・インド）

※プログラム設計・コーディング・試験工程初期フェーズについて、商用開発、トライアル１、トライアル２のそれぞれで異なる条件を補正したうえで比較

約５０％の工期削減

３拠点 ２拠点

商用プロジェクトでの実践へ商用プロジェクトでの実践へ試験工程や、小規模な開発の一部等で、条件を満たせば、

 海外グループ会社と連携し24時間開発を実践できる事を確認

日本における商用開発の比較として、日本・ドイツ体制、日本・インド体制でのトライアル開発を実施。

約３０％の工期削減

24時間開発
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5.6% (134億円相当)5.6% (1345.6% (134億円相当億円相当))

8.7 15.2 20.4 26.2 33.7 50.3

134.0
180.0

240.0

112.0
81.5

5.6%

7.5%

10.0%

3.4%

2.0%
1.5%1.2%1.0%0.8%0.4%

5.2%

0

50

100

150

200

250

300

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

海外発注額 海外発注比率

海外発注比率(*)目標（2010年度）

（億円） ＜海外発注額・海外発注比率推移＞

3,000人3,0003,000人人

オフショア開発要員体制目標（2010年度）

（FY)

目標

NTTデータグループ(*)のオフショア会社NTTデータグループ(*)のオフショア会社

Vertex SoftwareVertex Software

NTTデータMSE大連NTTデータMSE大連

重慶NTTデータウェーブ重慶NTTデータウェーブ

NTTデータ三洋NTTデータ三洋

NTTデータソルフィスコリアNTTデータソルフィスコリア

無錫華夏無錫華夏

NTTデータベトナムNTTデータベトナム

天津NTTデータ天津NTTデータ

オフショア開発要員体制（2009年度）
2,400人

オフショア開発要員体制（2009年度）
2,400人

(*)連結対象子会社

・グループ会社(*)：1,000人
・パートナ会社

 

：1,400人
(*) NTTデータ単体のソフトウェア外注金額に対する海外発注額の割合

海外発注の更なる推進

北京NTTデータ北京NTTデータ
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中国ビジネスの成果

第一フェーズ

中国社会インフラ構築への協力

1994～2002

第二フェーズ

中国ビジネス基盤構築
（現地企業とのパートナーシップ、オフショアによるノウハウ移転）

第三フェーズ

中国進出日系企業サポートと
サービス体制強化

第四フェーズ

中国国内市場アプローチ

1995～

2003～

2006～

・中国社会インフラ構築への協力において、
中国政府関係者との友好的関係を構築

・中国国内パートナーとのオフショア開発、
現地ビジネスへの発展

・日本のお客様に安心感を与える拠点構築
・自社のサービスに磨きをかけるための

パートナーを獲得

・中国国内市場の強いパートナーとの連携
・自社ソリューションを中国国内で展開する

・日本の開発／業務ノウハウを、

 
中国の優秀なパートナーへ移転
・約2,000名のリソース確保
・新開発技法の検証
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今後の中国での取組み

日系企業に対するサービス強化

拠点の確立

ソリューションの増強

オフショアの更なる拡大

発注規模・発注領域・発注分野の拡大

新開発技法の確立

中国市場への貢献

クラウド型ビジネスの展開

日本でのノウハウの展開

中国有力パートナーとの協業



Copyright © 2011 NTT DATA CORPORATION

C-10

2 G-SSC（グループ・シェアード・サービスセンタ）のグループ内への早期展開

1 NTTデータ本体側からのソフトウェア発注促進によるグループ全体での稼働率向上

3 統合・再編を含めた効率的な管理体制の構築・経営管理基盤の強化

中長期的な利益改善に向けて

グループ会社においては、ある程度の規模を求め、グループ経営の効率化、内部統制への対応、並びに経営基盤

 
の強化を目指して、中長期的に競争力の強化を図っていく。

<グループ会社の統合・再編方針>

＜主な取り組み課題＞ ＜統合・再編方針＞

ブランド力と市場競争力の強化ブランド力と市場競争力の強化

事業領域の適正化事業領域の適正化

低採算ビジネスの見直し低採算ビジネスの見直し

間接業務の効率化（G-SSC化）間接業務の効率化（G-SSC化）

人材確保・リソースマネジメントの強化人材確保・リソースマネジメントの強化

シナジー創出に向けた
統合・再編

シナジー創出に向けたシナジー創出に向けた
統合・再編統合・再編

規模拡大による経営基盤強化規模拡大による経営基盤強化

グループ会社グループ会社の最適配置の最適配置 グループ経営の効率化グループ経営の効率化

標準化・ビジネスプロセス変革標準化・ビジネスプロセス変革

グループ会社に関する取組み
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144
161

2009年3月期末 新規出資等 統合・売却等 2010年3月期末

+14社
（グループ合計30社）

▲13社

グループ会社の統合・再編
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グループ・シェアードサービスセンタ（G-SSC）
 の展開

経営情報の可視化、ガバナンス強化、管理業務効率化のため、グループ会社の管理業務

 のＳＳＣ化（Ｇ-ＳＳＣ）を推進。

これまで 今 後

• NTTデータ本体の

 業務をＳＳＣ化

• これを基にG-SSC

 を設立し、グループ

 会社の業務集約を

 開始

• Ｇ-ＳＳＣ導入を原則義

 務化し、導入を加速化

• 制度・システム整備によ

 るメニュー拡大

G-SSCに集約した業務を、順次、無錫（中国）および北海道の

 グループ会社へ移管し、更なるコスト削減を推進

導入会社カバー率の推移

財務領域（売上高）

購買領域（購買額）

人事領域（社員数）

総務領域（社員数）

2010

 
年度

 
(目標)

2011

 
年度

 
(目標)

対象領域
2009

 
年度

 
(実績)

66% 100%

57% 100%

50% 76%

82% 99%

18%

16%

47%

13%
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ITITを通して、を通して、
お客様・社会のお客様・社会の

グリーン化に貢献グリーン化に貢献

社員ひとりひとりが社員ひとりひとりが
環境について考え、環境について考え、

積極的に貢献積極的に貢献

データセンタ効率化やワークスタイル変革により、
全グループの環境負荷の着実な削減を実行

・社員や家族が一体となった環境社会貢献活動
・社内外への積極的な環境コミュニケーション

自社グループの自社グループの
グリーン化をすすめ、グリーン化をすすめ、

地球環境に貢献地球環境に貢献

当社グループの
システム・ソリューションによる
お客様･社会のCO2削減量

2013年3月期
目標

150万トン

【環境メッセージ】

地球ソリューション。地球ソリューション。
 

～～ITITで、地球環境の課題を解いていくで、地球環境の課題を解いていく

NTTNTTデータグループは、データグループは、ITITを使って新しい「しくみ」をつくることで、を使って新しい「しくみ」をつくることで、

地球と社会が直面する環境の課題解決に貢献地球と社会が直面する環境の課題解決に貢献

・システム/ソリューションの環境負荷削減効果を「見える化」
・環境ソリューションの創出・拡大による社会の環境負荷削減

環境志向経営
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充電インフラネットワーク充電インフラネットワーク

平成２１年度平成２１年度 株式会社ＮＴＴデータ株式会社ＮＴＴデータ
電気自動車普及環境整備実証事業電気自動車普及環境整備実証事業

充電スタンド利用カード充電スタンド利用カード

平成２１年度平成２１年度 株式会社ＮＴＴデータ株式会社ＮＴＴデータ
電気自動車普及環境整備実証事業電気自動車普及環境整備実証事業

充電スタンド利用カード充電スタンド利用カード

充電サービスセンタ

各種利用実態
の情報管理

認証 顧客管理

企業間精算 メーター管理

請求管理
電子マネー

決済

平成２１年度平成２１年度 株式会社ＮＴＴデータ株式会社ＮＴＴデータ

電気自動車普及環境整備実証事業電気自動車普及環境整備実証事業

充電スタンド利用カード充電スタンド利用カード

平成２１年度平成２１年度 株式会社ＮＴＴデータ株式会社ＮＴＴデータ

電気自動車普及環境整備実証事業電気自動車普及環境整備実証事業

充電スタンド利用カード充電スタンド利用カード

平成２１年度平成２１年度 株式会社ＮＴＴデータ株式会社ＮＴＴデータ
電気自動車普及環境整備実証事業電気自動車普及環境整備実証事業

充電スタンド利用カード充電スタンド利用カード

平成２１年度平成２１年度 株式会社ＮＴＴデータ株式会社ＮＴＴデータ
電気自動車普及環境整備実証事業電気自動車普及環境整備実証事業

充電スタンド利用カード充電スタンド利用カード

※一部充電設備では充電サービスセンタ
とは接続しない運用実験も行います

駐車場

コンビニ

ガソリンスタンド

自治体

共通インフラ化された
充電設備であれば
どこでも充電が可能

非接触型ICカードリーダ/ライタ

各社が使用する
電気自動車（EV）

※一部機能については将来実装となります

通信機能付き充電器 認証用ICカード

ネットワークでつないだEVの充電設備で、認証や精算、分析などの

サービスを検証。共通利用できるEVプラットフォームへ。


 
25の企業・自治体と連携、22拠点の充電設備と、114台のEVを利用

電気自動車普及実証実験
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社会保険
オンライン
システム

社会保険
オンライン
システム

通関情報処理
システム

（NACCS)

通関情報処理
システム

（NACCS)

官庁会計
システム

官庁会計
システム

厚生労働省
システム

厚生労働省
システム

▲2006.9

 

開札 ▲2008.10
Sea-NACCSサービス開始

▲2006.8

 

開札

▲2010.2
Air-NACCSサービス開始

国税電子申告・
納税システム

国税電子申告・
納税システム

▲2011.9
ｻｰﾋﾞｽ開始

運用・保守運用・保守

次期航空貨物通関情報処理システム

 
（Air-NACCS)の設計・開発

 

次期航空貨物通関情報処理システム

 
（Air-NACCS)の設計・開発

次期海上貨物通関情報処理シス

 
テム（Sea-NACCS）の設計・開発

 

次期海上貨物通関情報処理シス

 
テム（Sea-NACCS）の設計・開発

運用・保守運用・保守

次期官庁会計システムの設計・開発次期官庁会計システムの設計・開発 運用・保守運用・保守

▲2009.1ｻｰﾋﾞｽ開始

再編成・統合の設計・開発再編成・統合の設計・開発

▲2009.5  開札

・適用業務ソフトウェア
・徴収業務ソフトウェア ▲2008.10

公的年金と医療保険の分離

記録管理システムの更改記録管理システムの更改

▲2006.8
基本設計業務
開札

次期記録管理
システム

基本設計業務

次期記録管理
システム

基本設計業務
▲2009.3
「最適化補完工程」
意見招請

基礎年金管理番号
システムの更改

基礎年金管理番号
システムの更改 ▲2011.3

サービス開始

記録管理周辺サーバ更改記録管理周辺サーバ更改 ▲2011.1
サービス開始▲2008.1

サービス開始

▲2006.9

 

開札

▲2006.12

 

開札 ▲2011.1-4に

 

順次ｻｰﾋﾞｽ
開始

▲2009.3
基準Ⅰｻｰﾋﾞｽ開始

▲2011.3
労災納品

▲2009.7
共通基盤

ｻｰﾋﾞｽ開始

▲2010.2 
雇用保険ﾌﾛﾝﾄH21分

 

ｻｰﾋﾞｽ開始

次期監督安全衛生等業務システム及び労災保険給付業務

 
システムの設計・開発

 

次期監督安全衛生等業務システム及び労災保険給付業務

 
システムの設計・開発

職業安定行政関係システムの設計・開発職業安定行政関係システムの設計・開発

▲2010.10
基準Ⅱ
納品

最適化計画の主なシステムのスケジュール

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年
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ドメイン戦略に軸足を移した事業経営をさらに浸透させ、強みである「システム」を軸に

 

「サービス」や

 「ソフトウェア」で訴求していく。

 

ドメイン戦略に軸足を移した事業経営をさらに浸透させ、強みである「システム」を軸に

 

「サービス」や

 「ソフトウェア」で訴求していく。

貿易
物流

公会計自動車

住民
情報

司法法務

知的

 財産

医療

教育

ドメイン

財
務
省

国
交
省

国
税
庁

地
方
自
治
体

法
務
省

特
許
庁

厚
労
省

文
部
科
学
省

危機管理
防災

労働 防衛

防
衛
省

環境

税務

総
務
省

日
本
年
金
機
構

全
国
健
康
保
険
協
会

環
境
省

経
済
産
業
省

航空
空港

府省
共通

社保

中央府省関係・地方自治体向けビジネスの
 今後の取組み方針：「顧客」から「ドメイン」へ
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ヘルスケア事業領域のビジネス強化と社会基盤構築への貢献を果たす！ヘルスケア事業領域のビジネス強化と社会基盤構築への貢献を果たす！
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電子レセプトのバリュー

 
チェーンに着目して保

 
険に係るシステムにつ

 
いて積極的に推進し、

 
ビジネスの核とする

勘定系事業

個人が自らの健康情

 
報を管理できる社会の

 
実現に着目し、様々な

 
ステークホルダへの事

 
業展開を図る

予防系事業診療系事業
保健医療福祉のサービ

 
ス実施機関間の情報

 
連携を安全かつスムー

 
ズに実現し、市民のＱ

 
ＯＬ向上に資するビジ

 
ネスを展開する

事業領域 取組例 概要

勘定系 レセプト電算処理シ

 
ステム

電子化したレセプトデータを使用し、審査支払業務の

 
効率化を図るシステム

レセプト博士 レセプト院内審査業務の効率化と精度向上を図り、レ

 
セプト電算処理の導入効果をより高めるシステム

かいけい博士 レセプトオンライン請求対応の電算処理機能やDPC

 
請求機能をもつ医事会計システム

@OnDemand 高セキュリティなオンライン請求専用のネットワークを

 
実現できるレセプトオンライン接続サービス

特定健診に関連する

 
システム

健診機関、保健指導機関、審査支払機関等の特定

 
健診・特定保健指導に関する各種業務を行うシステ

 
ム

レセック 日本歯科医師会会員向け電子レセプト作成機能を提

 
供するASP型のサービス

診療系 病院向けシステム 医事会計システムや電子カルテシステム等、多岐に

 
渡る病院内システムをインテグレートし、提供する

地域医療 糖尿病などの慢性疾患や救急医療等を中心に地域

 
のHIE（Health

 

Information Exchange）や、遠隔地医

 
療、災害医療など広域における診療情報共有の実現

 
に向けたＩＴシステム

EDC (e-Clinical） 臨床試験電子化ソリューションのトータルなサービス

救急医療システム 都道府県内をネットワークでつなぐことにより、迅速か

 
つ適切な救急搬送を実現する

予防系 Health Data Bank 健康診断情報を一括管理するASPサービス

クリエイティブヘルス

 
三健人

生活習慣改善支援サービス。ヘルスポイントによる健

 
康増進活動継続のためのインセンティブを導入

ヘルスケアシステム事業本部の重点３事業と
 システム例
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千葉県立東金病院を中心とする地域医療連携ネットワーク「わかしお医療ネットワーク」

 において開始。

 患者毎に設定された診療指針や検査情報などを地域の病院と診療所間で共有し、患者

 の疾病の最新の状態に応じて処置の必要性をシステムが自動的に検知し、適切な時期

 に適切な治療を提供することができる仕組みを提供。

地域医療連携ネットワークを活用した、
 慢性疾病管理プログラムの運用を開始

慢性疾病管理プログラム

 

概要図

病院・診療所間連携におけるメリット

・病状悪化を抑えることで医療費増大の防止

 
と保険者の医療費負担抑制

地域全体への提供メリット

・重症化の恐れのある患者の優先的な治療が

 
可能に

※2000年度の経済産業省による実証事業「先進的情報技術活用型医療機関等ネットワーク化推進事業」の対象として採択されて以降、運用が継続されている

 

千葉県立東金病院を中心とした地域医療連携ネットワーク

※

・重症化の恐れのある患者を、早期に専門医

 
の診断や治療へ

・地域ぐるみの切れ目のない医療を提供

病院病院 診療所診療所
逆紹介

定期受診

紹介

専門医
かかりつけ医

計画策定画面

アラーム・ガイドラインパス機能

ハイリスク患者ピックアップ機能

検査値異常（バリアンス）を

自動的に検知（アラーム）

地域全体のハイリスク患者を

重症度のレベルに応じて

層別化し一覧表示

専門医が疾病管理

計画を策定
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地銀共同センター等基幹系ビジネスの拡大

D-5※ＢｅＳＴＡ（ＮＴＴデータ次世代標準バンキングアプリケーション）：当社が開発した業態を超えて共通的に適用可能なバンキング・アプリケーション

その他の共同センター(SBK)

その他（単独）

３行共同利用

 

（３行）

地銀共同センター

 

（１５行）

・大分銀行が参加を決定
・2011年1月より四国銀行が利用開始

 
・11行にサービス提供中で、

 
今後、4行が順次利用予定

・6行にサービス提供中

・2010年1月より横浜銀行が利用開始

・今後、ほくほくﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ

 

2行

 
が利用予定（2011年5月）

・2行にサービス提供中

•

 

現在サービスご利用中又は

 
参加表明いただいている銀行

東北銀行

岩手銀行荘内銀行

長野銀行

富山銀行

東京都民銀行
千葉興業銀行

愛知銀行
神奈川銀行

福井銀行

京都銀行

但馬銀行

宮崎太陽銀行

豊和銀行 四国銀行

南日本銀行

長崎銀行

佐賀共栄銀行

福岡中央銀行
西日本シティ銀行

北海道銀行

北陸銀行

横浜銀行近畿大阪銀行

もみじ銀行

青森銀行

北越銀行

秋田銀行
(2011年1月末現在)

足利銀行

ＳＴＥＬＬＡ

 

ＣＵＢＥ（７行）

・2011年5月よりサービス開始予定

 
STAR-ACE利用行6行に仙台銀行

 
を加えて7行が利用予定

ＢｅＳＴＡ※

提
供
中

提
供
中

構
築
構
築
中中

鳥取銀行

提
供
中

提
供
中

大分銀行

仙台銀行

6月に大分銀行が地銀共同センターへ参加決定。9月には仙台銀行が「STELLA CUBE」

 へ参加を決定するなどビジネスは順調に拡大。

 地銀共同センター、３行共同利用（横浜・ほくほくＦＧ）及び「STELLA

 
CUBE」における共同

 開発により、更なるコストメリットの拡大を目指す。

地銀・第二地銀の基幹系システムについて、

 当社が約３割のシェアを獲得しトップシェア！

池田泉州銀行
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しんきん共同システムにおける共同化の進展

北海道センター
全23金庫中
17金庫加盟

（74％）

東北センター
全27金庫中
27金庫加盟

（100％）

東京センター*

全73金庫中
61金庫加盟

（84％）

東海センター
全39金庫中
38金庫加盟

（97％）

大阪センター
全60金庫中
51金庫加盟

（85％）

中国センター
全22金庫中
22金庫加盟

（100％）

九州センター
全28金庫中
28金庫加盟

（100％）

*沖縄含む

：当社シェア100％の地区

◇

 

最近の動向と今後の展開

○勘定系・情報系などのバンキング基幹業務を、全国

規模で提供する共同利用型総合オンラインシステム

であり、全国7地区にセンターを設置

◇ 概 要

(2011年1月末現在)

東北センター東北センター

北海道センター北海道センター

東海センター東海センター

九州センター九州センター

中国センター中国センター 東京センター東京センター

大阪センター大阪センター

しんきん共同システム

 

西日本センターしんきん共同システム

 

西日本センター

移行済移行済

しんきん共同システム

 

東日本センターしんきん共同システム

 

東日本センター

2011.9

 

予定
2011.9

 

予定
2011.5

 

2011.7予定

全国２７２金庫のうち、２４４金庫が加盟。全国２７２金庫のうち、２４４金庫が加盟。

 

シェアは９０％！シェアは９０％！

一部移行済

 

2011.3予定

（（大阪地区の但馬信用金庫が２０１２年５月に加盟が決定大阪地区の但馬信用金庫が２０１２年５月に加盟が決定

 

／／

 

次期システムへ順次移行中次期システムへ順次移行中））

○7センターを2センターに集約してランニングコストの

大幅な低減を図りつつ、次世代バンキング機能を実現

する次期システム「しんきん共同システム」が運用開始。

2011年1月末時点で、西日本センターで135金庫

（東海34、大阪51、中国22、九州28）が利用中。

2011年5月より、東日本センターがサービス開始予定。

○2010年10月に、コミュニティクラウドによる信用金庫

 
向けの融資統合システムをサービス開始。2010年度

 
末までに約100金庫、2011年度末までに約180金

 
庫の導入を目指す。

○信金業界全体へのＩＴサービスを継続的に提供して業

 
界の総合力向上に貢献し、加盟率100％を目指す。

移行済
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決済ビジネス等（主な事例）

件 名 内 容 事業の最近の状況

決
済
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

「ＡＮＳＥＲ」 顧客からの振込依頼・金融商品購入指示・残高照

 
会等の金融業務の共同利用型リモートチャネルサー

 
ビス

（1981

 

サービス開始）
2003.5

 

Ｆｕｎｄｃａｆｅ提供開始（個人顧客向けインターネット投資信託サービス）
2007.5

 

次世代バンキングサービス「VALUX（バリュックス）」サービス開始
2008.4

 

フィッシング対策（EVSSL証明書、フィッシングサイト閉鎖サービス）提供を
ANSER-WEB(AA)・WEB(AAC)（個人顧客・法人顧客向けインターネットバン
キングサービス）にて開始

2009.9

 

SAP ERPとANSERの接続ｿﾘｭｰｼｮﾝを、SAPジャパンと共同で構築開始

「ＣＡＦＩＳⓇ

 

」
全国のクレジットカード会社、金融機関、加盟店を

 
結ぶオンラインネットワーク。

クレジット情報（与信照会、売上など）、資金移動情

 
報（デビット・サービスなど）のオンライン・トランザク

 
ションを中継し、月間トランザクションが3億件を越

 
える日本の決済インフラ。

（1984

 

サービス開始)
2003.7

 

インターネット決済代行ｻｰﾋﾞｽ提供開始
2004.１

 

公共料金収納機関向け決済代行ｻｰﾋﾞｽ開始
2006.4

 

金融機関向け共同利用型ﾎﾟｲﾝﾄ管理ｻｰﾋﾞｽ提供開始
2007.1    海外発行カードによる国内でのキャッシングに対応
2009.6

 

カード決済総合ASPサービス「PastelPort

 

Ⓡ」に「非接触IC決済サービス」（電
子マネー対応）を追加

「INFOX Ⓡ

 

」

決済端末であるINFOX端末から入力されたカードの

 
取引情報やポイント情報をオンラインで中継する決

 
済ネットワーク。

提供サービスは、クレジットデータ中継サービスの他、

 
デビットデータ中継サービス、売上集計サービス、ポ

 
イントサービス、口座振替契約受付サービス、等。

1999.4

 

サービス開始（クレジット決済提供）
2004.9    交通非接触ICカード「PiTaPa」に対応開始
2005.12  おサイフケータイを用いた小額決済サービス(iＤ）対応
2009.3

 

「ひかり電話」を回線ラインアップに追加
2009.11

 

「INFOX グリーンキャンペーン」を実施
2010.3

 

カード決済サービス「INFOX Ⓡ

 

」向け

 

新決済端末「CT-4100」を発売！

「マルチペイメント

 
ネットワーク」

“Pay-easy

（ペイジー）”

全国の金融機関や収納機関を結び、税金や各

 
種料金の収納事務の効率化が図れる決済ネット

 
ワーク。

「Pay-easy（ペイジー）」というサービス名称で認

 
知。

2002.4

 

本格運用開始（収納サービス拡大）
2004.1

 

国庫金電子納付順次開始
2004.3

 

国税収納開始
2004.4

 

社会保険関連収納
2005.12

 

自動車保有関係手続ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ対応
2007.4

 

Yahoo!ショッピング参加
2008.10

 

「ダイレクト方式共同利用センター」のサービス提供を開始
2009.5

 

調布市が全国自治体で初めて「モバイルレジⓇ

 

」の採用を決定
2009.9

 

「ダイレクト方式金融機関共同利用センター」国税庁の「ダイレクト納付」へ対応

「ＮＴＴデータ保険会社共同

 
ゲートウェイ」

保険代理店等が保険会社のシステムとインターネッ

 
ト接続する際の操作性の統一、セキュリティの強化

 
等を実現した生損保業界の新インフラ

2002.4

 

サービス開始（シングルサインオン、ファイル転送サービスなど）
2010.4時点

 

生保・損保50社利用代理店

 

14,000社以上利用
※保険の窓口販売を開始した都銀、地銀、第二地銀、信金のほとんど全てが利用し
ている。(約420金融機関）

D-7
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Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
対
応
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
業
務
領
域

制度解釈・

 
会計ルール策定

業務改革

システム構築

人材教育・

意識改革

プロジェクト

 
マネジメント

構想策定コンサルティング構想策定コンサルティング 実装・運用定着サービス実装・運用定着サービス

プロジェクトマネジメント・教育サービスプロジェクトマネジメント・教育サービス

会計系システム（ＩＦＲＳ対応）構築サービス会計系システム（ＩＦＲＳ対応）構築サービス会計系システム（ＩＦＲＳ対応）構築サービス
ロードマップ策定サービスロードマップ策定サービス

プロジェクトマネジメントオフィス（PMO）プロジェクトマネジメントオフィス（PMO）

ＩＦＲＳ診断・
インパクト

分析サービス

ＩＦＲＳ診断・
インパクト

分析サービス

社内教育サービス社内教育サービス

業務改革実行・運用定着サービス業務改革実行・運用定着サービス

■ＩＦＲＳ対応統合サービスの特徴
○欧州をはじめ当社グループの実績に基づくベストプラ

 
クティスを展開

○当社グループの海外拠点から最適リソースを結集し、

 
お客様の事業やニーズに応じた体制で対応

○日本、アジア向けのＩＦＲＳ対応専門部隊を配置し、

 
お客様の日本国内本社のほか各地域拠点にも対応

○国内外の当社グループのノウハウを結集し、コンサル

 
ティングからソリューション提供、教育、運用定着まで

 
一貫した統合サービスを提供

■ＩＦＲＳ支援

 

統合サービス体系

プロジェクト準備 構想策定 施策実行 運用定着

NTTデータグループの欧州グループ会社をはじめ、ＩＦＲＳ対応コンサルティング・システム構築実績を

 活かし、グローバル体制のもと日本、アジアのお客様のＩＦＲＳ対応を支援

ＩＦＲＳ（国際会計基準）対応サポートへの取組み
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分析を越えた活用による業務改革を最重視したグローバルBIサービスの展開

「過去の見える化」

–

 

世界中の生産・販売・在庫等の実績データを横串で見える化

「現在・未来の見える化」

–

 

将来の販売、購入・生産、在庫の計画と予測

「事業の見える化」

–

 

グローバル採算性管理・在庫最適化・予算達成率等KPIのモニタリング

「徹底した定着化」

–

 

業務標準化・教育・チェンジマネジメント等の定着化を実施

グローバルBIサービスの特徴グローバルBIサービスの特徴

グローバルBIサービスメニューグローバルBIサービスメニュー

ERP

ERP ERP

グローバル
BIサービス

グローバル
BIサービス

グローバルBIの適用事例グローバルBIの適用事例

活用

実績

予算・計画

KPI

見
え
る
化

定
着
化

P

DC

A

• 欧米、中国、南米、日本等の世界中の拠点から日次で生販在データを収集
• 計画データとの予実対比、在庫、納期達成率等のKPIを見える化
• 見える化によりグローバル横串での在庫最適化を実施中

ERP

南米南米 中国中国北米北米 欧州欧州 日本日本

年

日

月

半期

製品G

製造場所

製品

顧客G

地域

国

法人

プラント

グローバル横串

ERP

世界中の各拠点から業務データを日次収集

2. BIシステムの構築2. BIシステムの構築

ベストプラクティスをグローバル事例から適用

当社グループ会社※での豊富な実績と、BI/DWHラボの活用

 
（※欧州：Cirquent, itelligence, 北米：Revere）

 

ベストプラクティスをグローバル事例から適用

当社グループ会社※での豊富な実績と、BI/DWHラボの活用

 
（※欧州：Cirquent, itelligence, 北米：Revere）

1. 構想策定・BI導入コンサルティング1. 構想策定・BI導入コンサルティング

改革目標（ビジョン）及びアクションプランの策定
改革目標を実現するための業務要件の定義

改革目標（ビジョン）及びアクションプランの策定
改革目標を実現するための業務要件の定義

3. ビジネス・トランスフォーメーション3. ビジネス・トランスフォーメーション

業務移行計画策定、教育・トレーニング支援、マスタメンテナンス方

 
針策定、チェンジマネジメント施策

 
業務標準化活動とPDCAサイクルの確立
BIを活用した定期的なKPIモニタリング

業務移行計画策定、教育・トレーニング支援、マスタメンテナンス方

 
針策定、チェンジマネジメント施策
業務標準化活動とPDCAサイクルの確立
BIを活用した定期的なKPIモニタリング

北米 欧州 中国 日本

南米

＜期待効果＞
• グローバル規模での在庫適正化、重要顧客への優先供給
• 品目別採算性管理による収益性の向上
• 顧客納期達成率向上による、お客様満足度の向上

 

等

グローバル・ビジネスインテリジェンス・サービスの
 展開
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☆ERPを超えた、次世代ビジネスプラットフォームBiz∫（ビズインテグラル）の展開

（Biz∫intra-mart）

サプライチェーン

 

計画
設計

 

管理
顧客

 

管理

調達・購買

 

管理
在庫

 

管理
生産

 

管理
販売

 

管理

財務

 

会計
原価

 

管理
人事・給与

 

管理

ビジネスインテリジェンス

企業情報ポータル

グループウェア

既存

 
レガシー

 
システム

実績豊富なパートナーと連携

豊富なグループ会計導入実績

導入実績1500システム

人事パッケージ評価

 

No.1

フレームワーク構造による

 

高いカスタマイズ性

製造業での豊富な実績

 

と高い支持

多次元高速集計エンジン

多彩なインターフェース

本格データ連携による一元管理
2009年8月に当社と資本提携

ERPフロントNo1・ワークフローNo.1

2000社導入の実績

Web先進プラットフォーム

凡

 

例

自社ソリューション

パートナーソリューション

販売予定製品

intra-mart製品

Biz∫の特徴



 

日本初のSOA+BPMをベースにしたSaaS/クラウド対応型ビジネスプラットフォーム



 

単独で全てのソリューションをラインナップする従来型のERPと異なり、実績豊富なパートナーと連携し、ベスト・オブ・ブリードの品揃えを形成



 

「システム導入」だけでなく、上流の「変革コンサルティング」と導入後の「システム活用サポート」をあわせ、トータルにお客様をサポート



 

４つのソリューション「IFRSグループ展開」「業務効率化および内部統制強化」「グループ共同SaaS展開」「企業間サプライチェーン改善」を柱

 

とし

 
て製品導入を推進



 

日本を代表するパッケージベンダーのノウハウを結集し、ユーザー中心型ＥＲＰを中核とした「トータルソリューション」を提供



 

コンサルティング、セールス、プロダクト、開発の４領域において、３０社を超えるビジネスパートナーと連携

導入実績1800本

システム基盤

D-10

Biz∫（ビズインテグラル）の展開

http://www.mcframe.com/index.html
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「Lindacloud」（リンダクラウド）の取組み

垂直統合型アプライアンスサーバ「Lindacloud」が「ITpro

 
EXPO AWARD 2010」

 にて”大賞”を受賞。

一般的なクラウド基盤の構築手順

コンサル
（要求条件）

設計
物品
手配

構築

運用設計
運用構築

試験

引渡し

Lindacloudの導入例

コンサル
（要求条件）

Lindacloud
製品
導入

Lindacloud
製品
導入

引渡し

特 長

◇アプライアンス製品として導入後即利用可能
目的に合ったソフトウェアをプリインストールして提供します。

 設置すればすぐに使えます。

◇低排熱・省電力でエコ
効率のよい部品を組み合わせることで静音・低排熱を実現、
専用マシンルームに設置せず事務環境への設置が可能です。

◇拡張性、耐故障性

製品シリーズ

Lindacloud

 

for

 

NAS
「NASサーバ基盤」

Lindacloud

 

for

 

Lindasync
「ストレージサービス基盤」

Lindacloud

 

for

 

Hadoop
「大量データ処理基盤」

Lindacloud

 

for

 

ThinClient

 「Thin Client基盤」

故障時には予備機に切り替わりサービスを継続できます（予備機標準装備）。
また、規模や処理の増加に応じてスケールアウトが可能です。

低排熱・省電力ハードウェアに用途に応じたソフトウエアをプリインストール
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BizXaaS(TM)のサービスラインナップ

最適化コンサル最適化コンサル最適化コンサル

マイグレーションマイグレーションマイグレーション

クラウド構築クラウド構築クラウド構築

運用管理運用管理運用管理

アプリケーション
（SaaS）

アプリケーションアプリケーション
（（SaaSSaaS））

プラットフォーム
（PaaS）

プラットフォームプラットフォーム
（（PaaSPaaS））

データセンタ
（IaaS）

データセンタデータセンタ
（（IaaSIaaS））

最適化構想の立案、システム実現方式の導出、ベンダ選定を

 
サポート

 

最適化構想の立案、システム実現方式の導出、ベンダ選定を

 
サポート

既存システムからのデータ移行、システム移行、業務システム

 
との連携を実現

 

既存システムからのデータ移行、システム移行、業務システム

 
との連携を実現

共通基盤システム環境の構築、システム要件に基づく仮想・

 
物理環境の構築

 

共通基盤システム環境の構築、システム要件に基づく仮想・

 
物理環境の構築

サービスデスク、プロビジョニング、性能・キャパシティ管理、

 
バッチ適用等の各種統合運用管理サービスを提供

 

サービスデスク、プロビジョニング、性能・キャパシティ管理、

 
バッチ適用等の各種統合運用管理サービスを提供

各種フロントオフィス、バックオフィス系アプリケーションをサービ

 
ス提供

 

各種フロントオフィス、バックオフィス系アプリケーションをサービ

 
ス提供

アプリケーション開発環境およびデータベース、ミドルウェア、

 
OS、ITインフラをセットで提供

 

アプリケーション開発環境およびデータベース、ミドルウェア、

 
OS、ITインフラをセットで提供

Green

 

Data

 

Center®

 

共通IT基盤サービスによるサーバマシン

 
リソースの提供

 

Green

 

Data

 

Center®

 

共通IT基盤サービスによるサーバマシン

 
リソースの提供

クラウド
構築・運用
サービス

クラウドクラウド
構築・運用構築・運用
サービスサービス

クラウド
プラットフォーム

サービス

クラウドクラウド
プラットフォームプラットフォーム

サービスサービス

インフラからアプリケーションまでNTTデータグループのクラウドソリューションを総合的に

 提供

BizXaaS
(TM)

 
（ビズエクサース）サービス開始
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E．Ｍ＆Ａ実績（国内外）
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Ｍ＆Ａ戦略（ＩＴパートナー等）を引き続き積極的に展開。シナジー拡大により、法人分野の一層の事業

 
拡大を目指す。

・お互いのコア・コンピタンスを融合し、

 
共同で新規事業を展開

顧客（パートナー）顧客（パートナー） ＮＴＴデータＮＴＴデータリレーション深化

三者の

 Ｗｉｎ－Ｗｉｎ－ＷｉｎＷｉｎ－Ｗｉｎ－Ｗｉｎ
 を実現

・大手企業の情報システムの

 
アウトソーシング獲得

・事業リソース、技術ノウハウ、

 
法人分野の業務ノウハウ等

 
の獲得

・協業による事業成長→連結

 
子会社化による業績拡大

・システム子会社の譲渡による

 
本業への経営資源集中

・システム子会社の自立・

 

成長

自社の得意技、ＮＴＴデータのマーケットチャネル等を生かし、事業を拡大

情報システム子会社情報システム子会社

親会社以外の顧客へのビジネス拡大（外販拡大）

E-1

当社のＭ＆Ａ戦略（ＩＴパートナー等）
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2,040 2,120

390
560

780
970

1,780

590
410

860
1,030

1,880

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2005/3 2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3

連結売上貢献額

売上高

◆

 
連結実績

連結

会社数 44社社 1010社社 1212社社 1515社社 2020社社

（億円）

2323社社

E-2

(＊)2002年以降に資本提携した子会社分を示す

資本提携した子会社の売上高経年推移
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当社拠点がある国 (2010年8月末現在)

日系グローバル企業の要望に応えるべく、SAPグローバルサービス・サポート体制を強化

E－3

◇

 

itelligence

○

 

社名

 

itelligence

 

AG
○

 

所在地

 

ドイツ

 

ビーレフェルト
○ SAPパートナーシップ

SAPゴールドパートナー、SAPグローバルパートナー

 

等
○

 

最近の資本提携事例
2B Interactive （オランダ）
itelligence France （フランス）
RPF Consulting （米国）
Chelford

 

SAP Solutions （英国）

（単位：百万ユーロ）

＜売上高＞ 経営権取得

◇

 

Extend Technologies

○

 

社名

 

Extend Technologies Group Holdings Pty Ltd

○

 

所在地

 

オーストラリア

 

ブリスベン

○ SAPパートナーシップ

SAPゴールドチャンネルパートナー

 

等

139.1
163.8

190.9
216.6 220.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

2005 2006 2007 2008 2009 (年度)

◇

 

Business Formula

○

 

社名

 

Business Formula (M) Sdn

 

Bhd

○

 

所在地

 

マレーシア

 

スバンジャヤ

○ SAPパートナーシップ

SAPチャンネルパートナー

 

等

SAPサポート体制
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125.3 125.3

145.1
157.1

126.5

-5.3%

-3.0%

2.0%

4.3%
8.5%

-8.0%

-4.0%

0.0%

4.0%

8.0%

12.0%

16.0%

20.0%

0

40

80

120

160

200

2005 2006 2007 2008 2009

売上高 当期純利益率

E-4

Intelligroup社の子会社化

◇

 

子会社化の経緯

2010年6月
2010年7月

公開買付により子会社化することを決定
公開買付が成立

◇

 

Intelligroup社の概要

社名

 

Intelligroup, Inc
事業内容

 

コンサルティング事業、システム・インテグレー
ションおよびソフトウェア開発事業、ライセンス
事業、アウトソーシング・サービス等

設立年月

 

1987年
本店所在地

 

米国ニュージャージ州プリンストン
資本金

 

413千ドル（37百万円）
従業員数

 

2,101人（2009年12月31日現在）
特徴

 

業界で高い評価を得ている独自開発したERP
関連ツール群ならびに、業界特化型のソリュー
ションを持つ。また、世界各地においてSAP
およびOracleのサービス・パートナーとして認定。

◇ 目的

• Intelligroup社の持つ優良顧客、SAPおよびOracleの専門的ノウ

 
ハウの獲得

•ライフサイエンス、製造業、消費財業界の知見の獲得
•ERP関連ツール群とインドのデリバリーセンタを中心としたグロー

 
バルオペレーションノウハウの獲得

•国内外のグループ企業との連携創出により、両社の顧客企業の

 
サポートを強化

＜売上高・当期純利益率推移＞

＜拠点状況＞

オフショア開発拠点

米国、欧州、アジアの顧客に対して
ERP関連サービスを提供

($ million)

（年度）
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E-5

対象分野 提携先（ﾊﾟｰﾄﾅｰ） 子会社名・出資比率 譲受・設立年月 子会社の売上高

情報

子会社

食品・
バイオ

日本たばこ産業
NTTデータウェーブ
当社出資比率

 

80.1％
2002年8月

09/3 
10/3

124億円
115億円

家電 三洋電機
NTTデータ三洋システム
当社出資比率

 

50.0％
2003年1月

09/3
10/3

162億円
154億円

素材 日本板硝子
NTTデータ

 

ビジネスブレインズ
当社出資比率

 

70.0％
2003年9月

09/3
10/3

48億円
44億円

住宅・
樹脂加工

積水化学工業
NTTデータ

 

セキスイシステムズ
当社出資比率

 

60.0％
2005年1月

09/3
10/3

93億円
75億円

旅行 近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ
NTTデータ

 

テラノス
当社出資比率

 

51.0％
2006年10月

09/3
10/3

42億円
35億円

石油・金属 JXﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
NTTデータ

 

CCS
当社出資比率

 

60.0％
2008年4月

09/3
10/3

124億円
121億円

組込み
ｿﾌﾄｳｪｱ

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾓﾊﾞｲﾙ
NTTデータ

 

MSE
当社出資比率

 

60.0％
2008年10月

09/3 （6ヶ月分）
10/3

75億円
162億円

組立加工 ｾｲｺｰｲﾝｽﾂﾙ／ﾊﾟｲｵﾆｱ
ＮＴＴデータ

 

ソルフィス
当社出資比率

 

63.9％
2009年７月 10/3 56億円

ＩＴｻｰﾋﾞｽ

会社

自動車・
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

－
NTTﾃﾞｰﾀ

 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑｽﾞ
当社出資比率100.0％

2006年3月
09/3
10/3

120億円
97億円

金融
（外為決済）

Getronics
NTTデータ

 

ジェトロニクス
当社出資比率

 

70.0％
2007年5月

09/3
10/3

165億円
169億円

SAP等 SMFG/日本総研
JSOL
当社出資比率

 

50.0％
2009年1月

09/3 （3ヶ月分）
10/3

117億円
306億円

金融
（資金証券）

－
エックスネット
当社出資比率

 

51.0％
2009年3月 10/3 32億円

ｵﾌｼｮｱ等 －
ビー・エヌ・アイ・システムズ

 

(単体)
当社出資比率

 

100.0％
2009年7月 09/12（6ヶ月分） 4億円

ERP等 －
アイテックス
当社出資比率

 

77.2％
2009年8月 10/3（9ヶ月分） 8億円

テレコム等 －
エヌジェーケー
当社出資比率

 

50.8％
2010年2月 N.A.

金融（ﾘﾃｰﾙ
営業支援）

－
NTTデータ

 

エービック
当社出資比率

 

100.0％
2010年2月 N.A.

地方自治体等 －
NTTデータ

 

エム・シー・エス
当社出資比率

 

58.3％
2010年4月 N.A.

注：子会社の業績（売上高）は、各社の個別財務諸表の計上額（各社の子会社も含む）
注：ＮＴＴデータソルフィスは、2009年7月にNTTデータアイテック及びNTTデータサイエンスを統合して設立した会社。売上高は統合前の各社の単純合算により算定。

主なＭ＆Ａおよび資本提携戦略の実績（1/2）
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E-6

戦略区分 対象分野 提携先（ﾊﾟｰﾄﾅｰ） 子会社名・出資比率 譲受・設立年月 子会社の売上高

ｺﾝｻﾙﾃｨ

ﾝｸﾞ会社

流通・外食 西友
ＮＴＴデータ

 

スミス
当社出資比率

 

100.0％
2005年7月

09/3
10/3

24億円
28億円

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ －
クニエ
当社出資比率

 

100.0％
2009年7月 10/3 39億円

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

ERP等 －
The Revere Group
当社出資比率

 

90.9％
2005年11月

09/3
10/3

67億円
52億円

日系現地
法人対応等

－
深圳NTTデータ

 

イーストネット
当社出資比率

 

51.0％
2007年7月

08/12
09/12

2億円
1億円

ｵﾌｼｮｱ －
Vertex Software
当社出資比率

 

67.6％
2007年12月

09/3
10/3

10億円
9億円

SAP等 NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ
itelligence
当社出資比率

 

77.7％
2008年1月

08/12
09/12

330億円
286億円

欧州現地
大企業等

ＢＭＷ
Cirquent
当社出資比率

 

72.9％
2008年10月

08/12（3ヶ月分）
09/12

92億円
281億円

SAP等 －
Extend Technologies Group
当社出資比率

 

51.0％
2009年9月 09/12（3ヶ月分） 5億円

SAP等 －
Business Formula 
当社出資比率

 

60.0％
2010年3月 N.A.

金融
（クレジットカード業務）

－
上海NTTデータシナジーソフトウェア
当社出資比率

 

66.6％
2010年4月 N.A.

金融
（保険分野）

－
Apex Systems

 
当社出資比率

 

79.6％
2010年6月 N.A.

SAP等 －
Intelligroup
当社出資比率

 

100.0％
2010年7月 N.A.

注：子会社の業績（売上高）は、各社の個別財務諸表の計上額（各社の子会社も含む）
注：クニエは、2009年7月に㈱NTTデータビジネスコンサルティング及びザカティーコンサルティング㈱を統合して設立した会社。売上高は統合前の各社の単純合算により算定。

主なＭ＆Ａおよび資本提携戦略の実績（2/2）
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F．その他
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• システムの運用に関する業務。

• センター、端末、ネットワーク

 
のメンテナンス、故障修理。

システム

 設計･建設
システム

 企画
戦略立案

運用・保全サービス開始

納入• お客様の現在から将来までを幅

 
広い視点で分析。

• 経営課題を明確にし、解決手段

 
を提案。

統合ITソリューションサービス

システム・ソフトウェア開発サービス

• 戦略立案に基づき、最適なシス

 
テム体系を創造。

• システム完成までの全体的構想

 
を提示。

• 企画から完成のための設計･建設業務。

• ソフトウェア開発、ハードウェア導入、

試験の実施等。

運用・保全

※統合ITソリューションサービス、システム・ソフトウェア開発サービスの各サービス形態の選択は、お客様。

【統合ITソリューションサービスとシステム・ソフトウェア開発サービスの主要な違い】

F-1

統合ITソリューションサービスの特徴
 

（1/4）

統合ITソリューション

サービス

システム・ソフトウェア開発

サービス

資産の所有 当社 お客様

支払方法 分割のお支払い 一括のお支払い
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開発(投資)期間

２年

契約(回収)期間

５年

受注
サービス開始

１０００億円

１０００億円 １０００億円 ８００億円

６００億円

２００億円

２００億円２００億円 ２００億円 ２００億円 ２００億円

Ｘ年 Ｘ＋２年Ｘ＋１年 Ｘ＋３年 Ｘ＋４年Ｘ－２年 Ｘ－１年

受注高

受注残高

売上高

４００億円

F-2



 

受注高は契約年度に一括して計上し、サービス開始までは受注残高

 
として計上


 

売上高はサービス開始から契約期間で定額回収し、売上高と同額を

 
毎年受注残高より減額

統合ITソリューションサービスの特徴
 

（2/4）

■受注高、売上高及び受注残高（モデル）
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投資

受注 サービス開始

Ｘ年 Ｘ＋２年Ｘ＋１年 Ｘ＋３年 Ｘ＋４年Ｘ－２年 Ｘ－１年

売上高

３０億円 ２０億円

開発(投資)期間
２年

契約(回収)期間
５年

１０００億円

２００億円 ２００億円 ２００億円 ２００億円 ２００億円

利益

１０億円

損失

△１０億円

△１００億円

△２５０億円

２０億円

F-3

【受注～サービス開始】


 

投資のみ発生
【サービス開始後】


 

売上高計上と同時に、減価償却開始


 

ハードウェアの定率法による減価償却影響により、契約期間初期は相対的

 
に利益率が低いが、終期にかけて改善（契約の最終年は除却費が発生）

統合ITソリューションサービスの特徴
 

（3/4）

◇

 

固定資産の減価償却

ハードウェア ソフトウェア

償却方法 定率法（法定耐用年数による） 定額法（契約期間による）

■売上高及び利益（モデル）
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投資キャッシュ・

 
フロー

９０億円

受注 サービス開始

Ｘ年 Ｘ＋２年Ｘ＋１年 Ｘ＋３年 Ｘ＋４年Ｘ－２年 Ｘ－１年

開発(投資)期間

２年

契約(回収)期間

５年

１００億円

フリー・キャッシュ・フロー

営業キャッシュ・フロー ８０億円 ７０億円 ８０億円

△１００億円

△２５０億円

F-4

【受注～サービス開始】


 

開発期間で投資が先行し、キャッシュ・フロー

 
はマイナス

【サービス開始以降】


 

売上高計上によるキャッシュの回収を始めて

 
一定期間経過後にキャッシュ・フローはプラス

 
転換

統合ITソリューションサービスの特徴
 

（4/4）

■キャッシュ・フロー（モデル）
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ご注意

※
 

本資料に含まれる将来の予想に関する記載は、現時点にお
 ける情報に基づき判断したものであり、今後、内外の経済情
 勢や情報サービス業界の動向、新たなサービスや技術の進

 展により変動することがあり得ます。
 従って、当社グループとして、その確実性を保証するもので

 はありません。

※
 

本資料に掲載されているサービスおよび商品などは、株式
 会社NTTデータあるいは各社の登録商標または商標です。
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